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１ 静岡地方税滞納整理機構の設立経過とこれまでの実績 

  (1) 静岡地方税滞納整理機構の設立と実績 

平成 18年度の税制改正において、国から地方への３兆円規模の税源移

譲が、所得税の一部を個人住民税所得割へ移譲する形で実現し、平成

19年度から本格的に実施されました。 

    これにより、各地方自治体ではこれまで以上に地方税の徴収対策を推

進する必要があるとの認識のもと、静岡県では市町と県が連携して地方

税の徴収困難事案の滞納処分等を専門的に行う広域連合を設立すること

について合意に至り、平成20年１月10日に総務大臣の設置許可を受け、

同年１月 15日に広域連合静岡地方税滞納整理機構（以下「広域連合」と

いう。）を設立し、同年 4月から業務を開始しました。 

    業務は、滞納整理事務のほか、徴収事務についての研修及び相談事務

で、業務開始からの 4年間の実績は、次のとおりです。 

 

○滞納整理実績                  (単位：百万円、件、％) 

区 分 移管予告 

効果額 

移管 

件数 

移管額 徴収額 徴収率 差押 

件数 

捜索 

件数 

平成 20年度 3,094 972 3,590 826 23.0 1,263 69 

平成 21年度 1,939 974 2,714 768 28.3 1,046 118 

平成 22年度 2,198 966 2,513 742 29.5 1,142 109 

平成 23年度 1,495 991 2,147 693 32.3 1,053 99 

計 8,726 3,903 10,964 3,029 27.6 4,504 395 

  (注)直接徴収額は、引受年度ごとの各年 6月から翌年 5月までの実績である。 

 

○徴収研修及び徴収相談 

区 分 
徴収研修 徴収相談 

科目数 受講者(人) 件数(件) 

平成 20年度 5 411 84 

平成 21年度 10 578 27 

平成 22年度 10 570 30 

平成 23年度 10 585 32 

(注)徴収研修には短期実務研修の受入は含まない。 

Ⅰ はじめに 
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  (2) 課税関係業務の追加と実績 

    県と市町で設置した地方税一元化連絡会議では、広域連合の設立と並

行して、課税事務について市町が参加しやすい形で漸進的に一元化を進

める方針で検討、協議が進められました。結果として、合意が得られた

課税事務についての研修及び軽自動車関係税の申告書受付処理等事務に

ついて、広域連合の業務に追加することとし、総務大臣から規約変更許

可を得て、平成 22年度から事務を開始しました。 

    業務追加してから 2年間の実績は、次のとおりです。 

 

区 分 
課税研修 軽自動車関係・市町配布データ 

科目数 受講者(人) 申告書分(件) 転出情報(件) 

平成 22年度 18 819 376,744 58,301 

平成 23年度 18 990 373,530 57,069 

 

２ 第２次広域計画の策定趣旨 

静岡地方税滞納整理機構広域計画（以下「広域計画」という。）は、広域

連合並びに広域連合を組織する静岡県及び静岡県内のすべての市町（以下

「構成団体」という。）が、相互に密接な連携を図り、必要な連絡調整を行

いながら、地方税の滞納整理事務及び課税に関わる事務の一部を、総合的、

計画的かつ効率的に処理するための指針として、地方自治法第 291 条の７

の規定に基づき策定するものです。 

平成 20年 4月からの広域計画の期間が平成 24年度末で満了するため、

新たな広域計画(以下「第２次広域計画」という。）を策定することとしま

した。 

 

３ 第２次広域計画の期間及び改定 

第２次広域計画の期間は、平成 25年度から平成 29年度までの５か年間

とします。ただし、広域連合長が必要と認めたときは、随時改定を行いま

す。 
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広域連合と構成団体は、相互に緊密な連絡調整を図りながら、協働等によ

る課税と徴収の適正な税務事務執行体制の確立や、税務職員の資質向上等を

図る「地方税務行政の高度化」を進めることによって、地方税の確実な徴収

と厳正・公平な税務執行を実現し、税務事務の生産性の向上を目指します。 

 

１ 広域連合の基本方針 

広域連合は、構成団体から引き受けた地方税の滞納事案を適正かつ厳格

に処理し、税収の確保に努めます。 

また、構成団体の賦課徴収体制の強化に資するため、構成団体からの滞

納整理に関する相談に応じるとともに、構成団体の税務職員の資質向上に

必要な研修を実施します。 

さらに、住民サービス向上を目的とした構成団体の事務効率の改善に資

するため、軽自動車税及び自動車取得税の申告書の処理等の事務を実施し

ます。 

 

２ 構成団体の基本方針 

構成団体は、自ら徴収対策を推進するとともに、広域連合と連携しつつ、

徴収困難な滞納事案の広域連合への移管による徴収事務の効率化と、研修

への参画等による税務職員の資質向上を図ります。 

また、軽自動車税及び自動車取得税の適正な申告について周知を図ると

ともに、広域連合から配布される申告書データに基づき、軽自動車税及び

自動車取得税の適正な課税に努めます。 

 

Ⅱ 基本方針 
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１ 広域連合が行う事務 

(1) 広域連合が構成団体から引き受けた地方税の滞納事案に係る滞納処

分及びこれに関連する事務 

ア 取扱税目 

広域連合は、市町村税（国民健康保険税を含む。）及び県税の全税

目を対象に滞納整理を行います。 

イ 市町村税及び県税の滞納整理（財産調査、差押え、公売等） 

広域連合は、構成団体から引き受けた滞納事案について、各分野の

専門家（顧問）を積極的に活用しつつ、厳格な滞納処分及びこれに必

要な徹底した財産調査・捜索を行い、租税債権の確保を図ります。 

公売については、買受層を拡大し、高い売却率を確保するなどの観

点から、インターネット公売など、より換価効果の高い手法を活用し

ます。 

ウ 滞納処分の執行停止に係る判定 

広域連合は、徹底した財産調査を行った上で、滞納処分の執行停止

が適当と判定した事案については、広域連合の意見を添えて、その調

査結果を構成団体に通知します。 

 

 (2)  徴収業務に関する構成団体からの相談に係る事務 

広域連合は、構成団体からの徴収業務に関する実務上の疑義照会など

の各種相談に応じます。 

 

(3)  構成団体の職員に対する税務研修事務 

 ア  構成団体の職員に対する徴収業務に関する税務研修事務 

広域連合は、構成団体の徴収の初任者、経験者、管理者向けの階層

別研修を実施するとともに、広域連合において実務研修を希望する場

合には、研修職員の受入を行います。 

また、広域連合職員の外部研修への参加やＯＪＴ、顧問等を活用し

た内部研修等を通じて、租税債権確保のための徴収技術の向上に努め

ます。 

      イ  構成団体の職員に対する徴収以外の業務に関する税務研修事務 

  広域連合は、構成団体の徴収以外の業務の初任者、経験者向けの税

目別階層別研修を実施するとともに、構成団体からの要望に基づき、

Ⅲ 広域連合と構成団体が行う事務 
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その他幅広い分野の研修を企画、実施します。 

 

(4)  軽自動車税及び自動車取得税に係る申告書又は報告書の受付、審査、

保管及びこれらに関連する事務 

軽自動車税及び自動車取得税の申告書の受付、審査を行い、提出され

た申告書をＯＣＲ装置によりデータ化し、構成団体に電子媒体により送

付します。 

なお、申告書原本は、広域連合が保管します。 

 

２ 構成団体が行う事務 

(1) 徴収対策の推進 

構成団体は、広域連合と連携しつつ、滞納整理を積極的に進めるほか、

納税環境の整備、徴収体制の整備など、徴収対策の推進に努めます。 

(2) 広域連合が処理する滞納事案の選定及び移管 

構成団体は、広域連合が処理する滞納事案を選定し、当該事案を広域

連合に移管します。 

なお、滞納事案を移管する前に、当該滞納者に対し、事案移管後は広

域連合が滞納整理を行う旨の告知を行います。 

(3)  広域連合から返還された滞納事案の処理 

構成団体は、滞納処分の執行停止が適当と判定された事案等について、

広域連合の意見を踏まえて、適切な債権管理を行います。 

(4)  広域連合が行う滞納整理に関する相談の活用 

構成団体は、広域連合が行う滞納整理に関する相談を活用します。 

(5)  広域連合が行う研修への参画 

構成団体は、広域連合が実施する研修に積極的に参画し、職員の資質

の向上を図ります。 

(6)  広域連合が行う軽自動車税及び自動車取得税に係る申告データの活

用等 

構成団体は、適正な申告に関する周知等に努めるとともに、広域連合

から送付されたデータをチェックし、自らの税システムに取り込むこと

により、正確かつ迅速な課税を実施します。 

また、県外に転出した車両の申告書については、構成団体自ら申告書

の審査、保管及びこれらに関連する事務を実施します。 
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広域連合は、構成団体の税務担当課長等を構成員とする「静岡地方税滞納

整理機構運営協議会」で、構成団体と十分な連絡調整を図りながら連携を深

め、広域計画の円滑な推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主納付の促進 

・電話、書面催告  

・訪問徴収 

・全職員での対応、民間委託、非常勤
嘱託員等の活用等 

配

当 

財産差押 

・動産、有価証券 

・債権 

・不動産、自動車等 

・無体財産権 

換価 

・見積価額決定 

・公売公告 

・公売 

構成団体及び広域連合（移管事案に限る。）が行う事務 

 

督
促
状
発
付 

財産調査 

・検査 

・捜索等 

構成団体が行う滞納整理事務 

広域連合と構成団体が行う滞納整理事務のイメージ 

Ⅳ 広域計画の推進 
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内部研修 
    

 内部研修 

外
部
研
修 

内
的
機
関
研
修 

広域連合 
 

広域連合 
内
的
機
関
研
修 

外
部
研
修 

 

地方税務

研究会等 

 

外的機関研修  地税研等 

    外的機関研修 

 

県 税システムへ取込み 

Ａ市 課税データ作成 

Ｂ町 課税データ作成 

申告書 
の審査 

申告書の保管 

１ ＯＣＲによる
申告書データ
の作成 

２ イメージファ
イル作成 

広域連合 

 窓口 

申告書 
（単票） 

 検査窓口 

申告書 
（2枚複写） 

 
県外 
転出分 
申告書 課税データ

の作成 

申告書 
の審査 

申告書
データ
の作成 

申告書 
の整理 
保管 

県外 

転出分 

申告書 市町 

業務追加前 業務追加後 

共
通
テ
ー
マ
の
集
約
化 

外部講師の招聘 

広域連合と構成団体が行う軽自動車関係税申告書処理等事務のイメージ 

広域連合と構成団体が行う研修事務のイメージ 


